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第１章 総則 

第1条 適用範囲 

本仕様書は、長野市（以下「発注者」という。）が発注する「国補 大規模盛土造成地安

全性把握業務委託（以下「本業務」という。）」に適用するものとする。 

 

第2条 目的 

本業務は、令和２年度に実施した「大規模盛土造成地２次スクリーニング計画業務委託」

の結果並びに検討内容を十分考慮したうえで、地盤調査及び安定計算を実施し、大規模盛土

造成地の安全性を評価することを目的とする。 

 

第3条 通則 

１ 受注者は、本業務の主旨を十分に理解し、調査を進めるものとする。 

２ 受注者は、本業務中に発注者からの成果の報告を求められた場合については、これに従

わなければならない。 

３ 本業務の受注者は、本業務実施にあたって、発注者と連絡を密にすること。 

 

第4条 準拠する法令等 

本業務は、委託契約書及び本書によるほか、次に掲げる関係法令、規則及び規定に準拠し

て実施するものとする。なお、業務着手以降に法律、政省令、実施要領等の改訂が行われた

場合は、最新の関係法令等に基づき本業務を実施するものとする。 

（１）宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号） 

（２）宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和 37 年政令第 16 号） 

（３）宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和 37 年建設省令第３号） 

（４）宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害の防止に関する基本的な方針 

（令和５年５月 29 日農林水産省、国土交通省告示第５号） 

（５）宅地造成及び特定盛土等規制法の施行に当たっての留意事項について 

（技術的助言） 

（６）基礎調査実施要領（既存盛土調査編） 

（７）基礎調査実施要領（規制区域指定編）の解説 

（８）盛土等防災マニュアル 

（９）盛土等防災マニュアルの解説 

（10）盛土等防災マニュアルの改正概要と考え方 

（11）盛土等の安全対策推進ガイドライン 

（12）盛土等の安全対策推進ガイドライン及び同解説 

（13）不法・危険盛土等への対処方策ガイドライン 

（14）大規模盛土造成地の滑動崩落対策推進ガイドライン及び同解説 



（15）盛土規制法に関する手引・技術的基準 

（16）電子納品運用ガイドライン 

（17）その他関係法令及び規則 

 

第5条 個人情報の取り扱い 

本契約の履行に当たって、発注者の提供する資料等に含まれる個人情報は、全て発注者の

保有する個人情報であり、「個人情報の保護に関する法律」及び「長野市個人情報の保護に

関する法律施行条例」、「長野市個人情報の保護に関する法律施行細則」等に従い、適切に管

理しなければならない。また個人情報等を取り扱う場合には、別紙「個人情報等取扱特記事

項」を遵守しなければならない。 

 

第6条 情報セキュリティ 

１ 受注者は、発注者が制定した情報セキュリティポリシー、情報セキュリティ実施手順等

に基づき、適切なセキュリティ対策を施すこと。 

２ 本業務において取り扱う各種情報について、「個人情報の保護に関する法律」及び「長

野市個人情報の保護に関する法律施行条例」、「長野市個人情報の保護に関する法律施

行細則」等に基づき、適切な処理を施すものとし、それらの取り扱いには十分に注意す

ること。 

３ 受注者は、本業務に係る個人情報の漏えい、紛失または改ざんの防止その他個人情報の

適正な管理のため、本業務を遂行する上で、ISMS 又はプライバシーマークに準拠した

適切な個人情報管理体制とセキュリティ体制を確保し業務を遂行すること。 

４ 受注者は、本業務における個人情報管理体制とセキュリティ体制を業務着手時に提出

する実施計画書に記載し、発注者の承認を得ること。 

 

第7条 秘密の保持 

１ 受注者は、本契約の締結の事実並びに本契約の諸条件に従った業務の遂行、その他契約

上の債務の履行に関して発注者から受領し、又はその他の方法により知り得た一切の

事実または情報について、発注者の事前の承諾を得ない限り、第三者に対してその内容

を一切公開せず、または開示しないこと。 

２ 受注者は業務遂行を通じて知り得た一切の事実または情報を本契約以外の目的に使用

しないこと。又、受注者内部の業務関係者以外には開示しないこと。ただし、法令の適

用により若しくは官公署、裁判所等の命令、指導、通達等により提出する事実について

はこの限りではない。 

３ 受注者が秘密保持義務に違反し、発注者が損害を被った場合、受注者はその損害を補償

すること。 

 



第8条 工程管理 

１ 受注者は業務着手時に実施工程表を作成し発注者に提出すること。この際、受注者が実

施する内容はもとより、発注者にて実施、決定等を行う内容、時期についても併記する

こと。また、受注者は既に提出した実施工程表に変更が生じ、その内容が重要な場合に

は、その都度変更した実施工程表を提出し、発注者の承認を得ること。 

２ 実施工程表について発注者が特に指示をした場合には、より細部の実施工程表を提出

すること。特に時期の定められた箇所及び項目については、発注者と事前に協議し、工

程の進捗を図ること。 

 

第9条 配置技術者 

本業務に従事する管理技術者は、技術士(建設部門(土質及び基礎)または応用理学部門

(地質))の資格を有するものとする。  

 照査技術者は、管理技術者を兼ねることはできないものとする。 

 

第10条 配置技術者の履行実績 

本業務に従事する管理技術者は、管理技術者又は担当技術者として、地方公共団体発注の

地質調査業務の実績を有すること。 

 

第11条 損害の賠償 

本業務中に受注者が発注者及び第三者に損害を与えた場合は、直ちに発注者にその状況

及び内容を連絡し、発注者の指示に従うものとする。また、受注者が契約書若しくは本仕様

書の規定又は監督員の指示に従わなかったことにより第三者に損害を与えたときは、受注

者において解決するものとする。 

 

第12条 疑義 

１ 受注者は、本業務に関する発注者からの各種問合せに対応すること。 

２ 本業務の実施にあたっては、監督員と十分に協議・調整を行うとともに、監督員が業務

目的に照らし必要と認め、指示した事項については、その指示に従うこと。 

３ 本業務で行った監督員との協議・調整の内容及び指示については、受注者において打合

せ簿に記録し、相互に確認すること。 

４ 本業務に関する不明な事項については、全て監督員と協議すること。 

 

第13条 貸与資料 

必要な資料は貸与するものとする。また、貸与する資料等は使用後又は業務終了後に速や

かに返納しなければならない。 

 



第２章 業務概要 

第14条 対象盛土造成地 

本業務で対象とする大規模盛土造成地は、令和２年度に実施した「大規模盛土造成地２次

スクリーニング計画業務委託」により抽出された長野市内の１箇所（西裾花台団地 T-11）

とする。 

 

第15条 業務概要 

本業務の概要は以下のとおりとする。 

１ 計画準備 

２ コンサルタント業務 

 （１）測線設定・現場踏査（断面形状確認） 

 （２）解析等調査 

 （３）安全性評価（安定解析） 

 （４）学識経験者との協議 

３ 地質調査業務 

 （１）ボーリング調査 

 （２）標準貫入試験 

 （３）サンプリング 

 （４）表面波探査 

 （５）地下水位観測孔の設置と地下水位観測 

 （６）室内土質試験 

 （７）解析等調査 

４ 報告書作成 

５ 成果品とりまとめ 

６ 打合せ協議 

 

第３章 業務内容 

第16条 業務計画 

本業務に先立ち、受注者は以下の書類を発注者に提出し承認を得なければならない。また、

それらを変更する際も同様とする。なお、業務実施計画書については、業務の目的、趣旨を

十分把握した上で設計図書に示す業務内容を確認し、業務概要、実施方針、業務工程、業務

組織計画、打合せ計画、照査計画、成果品の内容・部数、使用する主な図書及び基準、連絡

体制などを記載するものとする。 

 （１）業務実施計画書 

 （２）業務工程表 

 （３）技術者等の通知書（管理技術者） 



 （４）技術者経歴書及び資格証（写し） 

 

第17条 工程管理 

受注者は、本業務の実施にあたり適切な工程管理を行うものとする。また、発注者が報告

を求めた場合は、速やかに作業進捗の報告を行うものとする。 

 

第18条 業務内容 

本業務の内容は以下のとおりとする。 

１ 計画準備 

 受注者は、本業務の実施に先立ち、業務実施計画、工程管理を含め、業務遂行の手法等に

ついて、事前に発注者と協議し、承認を得ることとする。また、過年度成果や調査地で行わ

れた調査、工事資料を精査の上で第 16 条の規定による業務計画を立案する。 

２ コンサルタント業務 

（１）測線設定・現地踏査（断面形状確認） 

安定解析を実施する主測線の位置および地質調査箇所について現地確認及び縦断測量を

行う。盛土造成地の末端形状について現地確認を実施し解析断面に反映させることとする。 

 過去に長野市でおこなった調査結果やその他参考資料をもとに地質調査個所の選定を行

う。 

（２）解析等調査 

    １）既存資料の収集現地調査 

   関係文献等の収集に加え、業務地周辺の現地調査を行い、地形地質条件の検討を行う。 

  ２）資料整理とりまとめ 

   ボーリング調査、標準貫入試験、サンプリング、表面波探査、地下水位観測及び室内 

土質試験結果の評価と考察を行う。ボーリングコアほか採取試料の観察を行い、「ボー

リング柱状図作成及びボーリングコア取扱い・保管要領(案)・同解説」に基づく記載を

行った上で、ボーリング柱状図を作成する。 

３）断面図の作成 

 地形地質の観察結果を基に地層を判定した上で、地下水位観測結果も踏まえて、地質

断面図を作成する。 

４）総合解析とりまとめ 

地質調査結果をもとに調査地周辺の地形・地質を検討の上、安定解析に用いる土質定

数を決定する。 

（３）安全性評価（安定解析） 

地盤調査結果をもとに当該盛土の安定計算等から変動予測の安全性を評価する。 

（４）学識経験者との協議 

地質調査結果及び安定計算の結果内容について、受注者側で選任し発注者が承認をした



有識者から意見を聴取する。これ以外にも必要に応じて協議を行う。各協議に際して、資料

の作成を行い協議に出席する。学識経験者との協議の予定回数は１回とする。 

 なお、謝礼が必要となる場合は受注者の負担とする。 

３ 地質調査業務 

（１）ボーリング調査 

 ボーリング調査は、大規模盛土造成地において、盛土地盤とその支持地盤の性状を把握す

る目的、その他地下水位の分布状況等を把握するための地下水位観測孔設置の目的で行う。 

 ボーリング調査では、回転式ボーリング機械を使用し、孔径 φ66 ㎜オールコア（標準貫

入試験箇所以外ではコアー採取率 90％）により、地層の構成・分布の確認を行う。 

 ボーリング位置は、やむを得ず民地を使用する場合は関係者に承諾を得ること。作業に際

しては、作業上の制約事項や地下埋設施設等への影響の有無について、関係管理者等と事前

に調整し、埋設施設の破損が懸念される箇所については、管理者等の立会や人力掘削による

試掘を行うものとする。 

 掘り止め深度の目安については、盛土下の地山を５ｍ確認で監督員と協議することとす

る。ただし、盛土下に軟弱地盤の存在が確認された場合は協議の上、堀止深度を決定する。 

 ボーリング調査位置の選定、掘り止め深度等については、監督職員と協議の上、決定する

ものとする。 

（２）標準貫入試験 

標準貫入試験は、JIS A 1219 に準拠し、本孔（調査ボーリング孔）にて実施する。 

試験は人力による試掘深度を除き、深さ１ｍごとに実施する。 

（３）サンプリング 

 調査数量は別紙に示すとおりとするが、現地状況を踏まえ、作業着手前に監督員と十分協

議の上決定する。サンプリング箇所についてはオールコアボーリングの近傍箇所（B-1、B-

2）を想定しているが、作業着手前に監督員と十分協議の上決定する。  

（４）表面波探査 

 調査数量は別紙に示すとおりとするが、現地状況を踏まえ、作業着手前に監督員と十分協

議の上決定する。 

なお、設計書に記載の「高密度表面波探査 観測費」における「機械等損料（高密度表面

波探査器、受振器）」の単価については、一般社団法人 全国地質調査業協会連合会刊行の「全

国標準積算資料 土質調査・地質調査 令和７年度改定歩掛版」のⅣ-49 項 1-5-2-5 観測費

に記載のとおりとする。 

（５）地下水位観測孔の設置と地下水位観測 

 ボーリング孔を用い、地下水位観測孔を設置する。地下水位観測孔の設置深度は盛土層を

対象とするが、ボーリング調査深度の範囲内の地山に粘土層等の難透水層が存在しない場

合は、調査深度までストレーナー加工した塩ビパイプを挿入するものとする。また、水位測

定は水圧式水位センサーを用いるものとする。 



 観測期間は、梅雨、台風等の雨量を観測し盛土造成地内の地下水位変化を把握するため、

１年間とする。観測開始および終了の時期については監督職員と協議の上、決定するものと

する。 

 また、測定頻度は１時間ごととする。地下水位観測結果は、降雨量や積雪量とともにグラ

フに整理して示すこととする。 

（６）室内土質試験 

 本業務は、下記の室内土質試験を実施することを原則とする。調査数量は、サンプリング

によって採取した盛土を１試料とするが、（３）に伴い、現地状況、地質状況等に応じて試

験数や試験項目を判断するため、作業着手前に監督職員と打合せをすること。 

  １) 土粒子の密度試験（JIS A 1202） 

  ２) 土の含水比試験（JIS A 1203） 

  ３) 土の粒度試験（ふるい分析・沈降分析）（JIS A 1204） 

  ４) 土の湿潤密度試験（JIS A 1225） 

  ５) 土の三軸圧縮試験（JGS 0521～0526） 

  なお、土の三軸圧縮試験は盛土材料の土質により最適な方法を選択すること。 

（７）解析等調査 

 ボーリング柱状図を作成したうえで、断面図の検討並びに調査地点付近における土質定

数の設定などを行う。なお、土質定数の設定にあたっては、過年度業務成果を踏まえて決定

するとともに、学識経験者と協議のもと確定するものとする。 

 

第19条 打合せ協議 

打合せ協議は、初回、測量業務着手時、中間２回、納品時の計５回行うものとする。ただ

し、業務遂行上、必要な場合は適宜実施するものとする。また、打合せ協議終了後、受注者

は速やかに「打合せ協議記録簿」を作成し、発注者に提出して確認を得るものとする。 

 

第20条 照査 

業務目的に合致した内容であるかを技術的に照査し、必要に応じて是正措置をはかるこ

とで、成果品の品質向上に努めることとする。 

 

第21条 報告書作成 

本業務の実施結果を製本形式で取りまとめるものとする。第二次スクリーニング計画を

踏まえた考察を取りまとめ、報告書内に入れ込むこととする。調査結果による盛土造成地の

安定性評価及び学識経験者の意見等から、調査を実施した大規模盛土造成地への今後の対

応について記述するものとする。 

 なお、報告書の内容は、参照した資料と容易に対照できるように表または注釈等表現を工

夫することとする。 



 

第22条 成果品とりまとめ 

国土交通省が実施した第一次スクリーニング調査、長野市が令和２年度に実施した第二

次スクリーニング計画にて作成したデータの形式に準拠した報告用データを作成し納品す

るものとする。修正が必要となった場合、受注者がその修正作業を行うこととする。「電子

納品運用ガイドライン」（国土交通省）を基準とした電子データを作成するものとする。 

 

第23条 成果品 

本業務の成果品は以下のとおりとする。 

（１）報告書 ２部 

（２）報告書（概要版）２部 

（３）収集した資料等（成果品として納品可能なもの） １部 

（４）（１）～（３）の電子媒体（ＤＶＤ－Ｒ）２部 

（５）その他必要に応じて受発注者間で協議を行ったもの（ＨＤＤ等） １式 

 

第24条 成果品の帰属 

１ 本委託において作成され、既に他の所有権等を有するものを除く一切の図書類、電子情

報等及びそれらの著作権は、発注者に帰属する。 

２ 受注者は、本委託終了後も含め、業務の成果等を発注者の承認を受けないで、自らが使

用、他の者に公表、貸与及び使用させてはならない。 

 

第４章 その他 

第25条 業務の再委託について 

１ 受注者は、業務の全部を一括して、又は次に掲げる主たる部分を第三者に委任し、若し

くは請け負わせてはならない。 

２ 前項の「主たる部分」とは、次に掲げる業務とする。 

  （１）業務の全体統括（管理技術者の業務全般を含む） 

  （２）業務成果の照査（照査技術者の業務全般を含む） 

  （３）コンサルタント業務における主要な解析・評価業務 

（第 18 条 2 項（2）解析等調査の総合解析とりまとめ、同（3）安全性評価 

（安定解析）、同（4）学識経験者との協議など） 

  （４）報告書作成業務 

３ 受注者は、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あらかじ

め発注者の承諾を得なければならない。 

 

 



第26条 長野市公契約等基本条例に関する事項 

１ 長野市公契約等基本条例の内容について、労働者等へ周知するとともに、事務所（作業

所）等へポスターを掲示すること。 

２ 業務の一部を下請負者等に履行させるときは、長野市公契約等基本条例の内容につい

て説明し、各々の対等な立場における合意に基づいて適正に契約を締結すること。 

３ 長野市公契約等労働環境報告書１部及び業務体制図（「長野市公契約等基本条例の手引」

に例示するもの）２部を契約後速やかに所管課へ提出すること。この場合、業務の一部

を下請負者等に履行させるときは、下請負者等の労働環境報告書を取りまとめて提出

すること。 

 

第27条 契約期間及び債務負担行為 

本業務は、令和 8 年度から令和 9 年度までの 2 か年度にわたる債務負担行為に基づく契

約とする。契約期間は、契約締結日から令和 10 年 3月 13 日までとする。 

 

第28条 業務の履行及び成果物 

各年度に履行すべき業務の詳細及び成果物については、契約締結後、受注者が定め、発注

者が承認した業務計画書によるものとする。 

 

第29条 部分払い 

１ 受注者は令和 8 年度に完了した業務の出来高について、部分払いを請求することがで

きる。 

２ 前項の部分払いは、令和 8年度の年度末に 1回行うものとする。 

３ 受注者は、令和 8 年度の業務完了部分について、発注者による一部完了検査を受け、こ

れに合格した後でなければ部分払いを請求することができない。 

４ 令和 8年度の支払限度額は、16,281,000 円とする。 

５ 令和 8年度の部分払金の額は、同年度に完了した部分に相応する代価の 10 分の 9 に相

当する額とする。ただし、当該額が前項に定める令和 8 年度の支払限度額（16,281,000

円）を超えるときは、当該支払限度額を上限とする。 

６ 令和 9年度の支払は、全業務完了後の完了検査合格後に、契約金額から前項の部分払金

を控除した額について行う。 

７ 部分払いに関し本仕様書に定めのない事項は、業務委託契約書及び長野市契約規則の

定めるところによる。 

 

第30条 その他留意事項 

本業務の履行にあたり、この仕様に定める事項に変更が生じたとき又は明記していない

事項及び疑義が生じた場合は、速やかに、監督員と協議するものとする。 
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（別紙） 

個 人 情 報 等 取 扱 特 記 事 項 

 

 （個人情報等の保護に係る受注者の責務） 

第１ 受注者は、履行に当たって、個人情報等を取り扱う場合は、個人情報の保護

に関する法律（平成15年法律第57号）、行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）及びその他関係法令等

を遵守し、個人情報等の漏えい、滅失、き損の防止その他個人情報等の適正な管

理のために必要な措置を講じなければならない。 

 

（秘密保持） 

第２ 受注者は、第４第１項により再委託を行う場合を除き、この契約による業務

に関して知り得た個人情報を第三者に漏らしてはならない。なお、この契約が終

了し、又は解除された後においても同様とする。 

 

 （利用目的以外の目的のための利用の禁止） 

第３ 受注者は、この契約による業務を行うため、個人情報等を取り扱う場合には、

本契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

 （再委託の禁止） 

第４ 受注者は、個人情報等の適正な安全管理が図られていることを発注者が確認

し、発注者が承諾した場合を除き、個人情報等の取扱いを伴う業務は自ら行い、

第三者にその取扱いを委託してはならない。 

２ 前項において、受注者は、再委託先に対しその履行を管理監督するとともに、

発注者の求めに応じて、その状況等を発注者に報告しなければならない。再委託

を受けた者がさらに再委託を行う場合も同様とする。 

 

 （個人情報等の複写及び複製の禁止） 

第５ 受注者は、発注者が承諾した場合を除き、この契約による業務を行うため発

注者から引き渡された個人情報等を、複写及び複製してはならない。 

 

（個人情報等の安全管理） 

第６ 受注者は、発注者から引き渡された個人情報等及び受注者が契約履行のため

に作成したそれらの記憶媒体については、施錠できる保管庫又は施錠、入退管理

の可能な保管室に保管するなど適正に管理しなければならない。 

２ 受注者は、前項の個人情報等の管理に当たっては、管理責任者を定め、内部に

おける責任体制を確保しなければならない。 

３ 受注者は、この契約による業務を行うために必要な場合を除き、事務所内から

個人情報等を持ち出してはならない。 
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 （事故発生時における報告義務） 

第７ 受注者は、この契約による業務を行うために取り扱う個人情報等の改ざん、

滅失、損傷、漏えい等があった場合には、発注者に、直ちに報告し、その指示に

従わなければならない。 

 

 （個人情報等が掲載された資料等の返却義務又は廃棄義務） 

第８ 受注者は、この契約による業務を行うため、取り扱う個人情報等又は個人情

報等が記録されている媒体が必要でなくなった場合には、発注者の指示により、

速やかに当該個人情報等の返却又は復元若しくは判読が不可能な方法により当該

情報の消去又は当該媒体を廃棄しなければならない。 

２ 受注者は、前項の消去又は廃棄した結果について、発注者に報告しなければな

らない。 

３ 第４第１項により再委託先がある場合には、再委託先の個人情報等の消去又は

廃棄について受注者の責任において行うとともに、その状況を前項の報告ととも

に発注者に報告しなければならない。 

 

 （報告及び検査） 

第９ 発注者は、個人情報等を保護するために必要な限度において、委託契約期間

中、受注者に対し、個人情報等の管理の状況について報告を求めることができる。 

２ 発注者は、個人情報等を保護するために必要な限度において、作業の管理体制、

実施体制等の個人情報等の管理の状況について、少なくとも年1回以上、原則とし

て実地検査により確認するものとする。 

 

 （疑義についての協議） 

第10 この特記事項の各項目で規定する個人情報等の管理方法等について疑義等が

生じたとき又はこの特記事項若しくは仕様書に定めのない事項については、両者

協議の上定める。 

 


